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1 .はじめに

1996年 2月 23日にエリツイン・ロシア大統領は，連邦評議会(上院)・国

家会議(下院)議員を前に教書演説を行った。その中で彼は農業部門に関して

「われわれは 1995年を真の農業改革の年とすることはできなかった。農業セ

クターの改革の課題のうち，遂行されたものはひとつもなかったJと総括した。

そして現状の打開のために改革の深化，とりわけ 1996年中に土地所有者にそ

の処分権を与える規定を含んだ土地法典を採択することを強く訴えた(1)。

このような方針，さらには 6月の大統領選挙を腕んで，一連の新政策が打ち

出された。まず 3月7日には大統領令「市民の土地に対する憲法上の権利の

実現に関 LてJ(2)が出された。その中では，土地持ち分所有者に対してその

売買をも含む広範な処分権が与えられた。さらに4月 16日の大統領令「農工

コンプレックスにおける経済状況の安定化と改革の発展のための方策につい

てJ(3)では，総額 25兆ループリ以上にのぼる農業生産者の債務に対して帳消

しないしは返済繰延べ処置がとられること，農民経営への農業機械供給を促進
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するこ c が決定された。後者については，対応して 1996~2000 年までの農民

経営支援プログラムの作成が開始されたは)。これに加えて 6月7日には農園・

菜園・個人副業経営への国家支援を規定する大統領令が出された(ヘ

これらの新政策の中で，とりわけ 3月7日の大統領令は重要である O もちろ

ん，その今後については，予断を許さない部分も存在する O だが，現行憲法体

制下では大統領令を完全に覆すことは極めて困難である (6)。また，その他の

新政策も必ずしも論理的に整合しておらずその問題点が指摘されているが(7)

その影響範囲は極めて大き L、。このことから， 1996年はロシア農業史におい

て一つの画期として記憶される年となることは間違いあるまい。そして 3月

7日の大統領令を筆頭とする一連の新政策のロシア農業に対するインパク卜を

明らかにするためにも， 1990年末からの農業改革の成果と問題点を明らか

にすることが求められている。本稿は，このような課題に対して，農民経営

( KpeCTbSlHCKOe(中epMepCKoe)X03耳目CTBO)および農業企業の従業員(8)・住民

等の副業経営である住民経営(X03耳曲CTBaHaCeJIeHJ.1耳) (9)に対象を限定して

こたえようとする試みである。

ここで，農民経営と住民経営を対象としたのは，いくつかの理由が存在する。

第 1に，本稿の考察対象である農民経営と住民経営は，近年，農業総生産額に

占める比重を拡大(農民経営単独では，その生産量・経営数ともに停滞)して

おり，その要因および問題点を考察することは，ロシア農業全体を考察する上

でも重要な意義をもっているからである(第 1表) 0 第 2に，このような重要

性にもかかわらず，その実態が必ずしも正確に把握されているとは，言いがた

い状態にあるからであるO その具体例のーっとして訳語の混乱があげられるO

例えば，本稿で「農民経営」と表記した KpeCTbSlHCKoeX03耳白CTB口に対しては，

多数の訳語が与えられており，そのいくつかはロシアでの定義および実態とは

必ず Lも対応していない。住民経営についてはさらに混乱しているO はなはだ

しい例では，同じ書物の中で，同じ語に関して複数の訳語が与えられているこ

ともある O 第 3に，現在のロシアを含む CISの統計において，農民経営と住

民経営は， しばしば「住民経営(農民経営を含む)JとLヴ表現で同ーの経営
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第 1表 ロシアにおける農業生産構造の推移
(単位田%)

1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年

総生産額

農業企業 76 72 66 63 60 55 

住民経営(農民経営含む) 24 28 34 37 40 45 

うち農民経営 1 2 2 2 

耕種生産額

農業企業 82 77 69 65 63 

住民経営(農民経営含む) 18 23 31 35 37 

うち農民経営 2 3 3 

畜産物生産額

農業企業 73 70 64 61 57 

住民経営(農民経営含む) 27 30 36 39 43 

うち農民経営 1 1 2 

出所:CHr B 1994 rOllY CTaTIlCTII明 CK回目 eaerOllHIIK，M.，CTp.337;(AnK>， 1996.No.4.CTp.47

;CeJlbCKOe X03司自CTBOPOCCIIII CTaT. C60PHIIK，M.， 1995，cTp. 47. 
注. ...は，微量を指す。例えば. 1991年の農民経営の農業総生産額に占める比重は.0.2

%である((AsK)， 1993.No. 10，cTp.66.) . 

類型としてまとめられており，資料利用上も両者を同時に扱うことが要求され

ているからである。さらに，このような事情を反映してか，近年では農業企業

と農民経営・住民経営が対比されて論じられることが多くなっているからであ

る。

本稿は 2で農民経営を 3で住民経営を扱う。その際には，まずそれぞれ

の定義を明らかにし主に統計資料に依拠しつつこの間の動態および基本的な

特徴，その問題点を考察する。そ Lて，最後に 4では 1996年の新政策の与え

る影響を考慮しつつ，農民経営と住民経営の今後についての若干の考察を行う

こととする。
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注(J) <<POCC目白CKa耳 ra3eTa>，24 ~eBpan百 1996 r.， CTp. 2.なお. 1993年12月に採択され

た現行憲法によると土地およびその他の天然資源は，私的，国家的，自治体的

およびその他の所有形態たりうる J (第 9条). r市民および市民の団体は，土地

を私有する権利を有する J (第36条)とされている。たfごし，現行憲法に対応した

土地法典は，未だに議会における審議段階にあり，土地の私的所有，とりわけその

処分権については法的な空白状態が続いている。

(2) <<3eMn胃 11 n回且11>>，1996No.9.CTp.5. 
(3) <<3eMnSl 11 AO且11>>，1996No. 16， CTp. 4. 
(4) <<KpecTbSlHc町 四 日e且OMOCTII>>， 1996.No.23.cTp.2-3. 
(5) <<KpecTbSlHcKlle Be且OMOCTII>>， 1996.No.24.cTp.2. 
(6) 大統領令は，土地法典の採択までの時限措置とされている。従って，今回の大統

領令を否定する内容をもっ土地法典が採択され，大統領令が無効とされる可能性も

論理的には存在する。ただし，土地法典案がロシア共産党・ロシア農業党が主導権

を録る国家会議を通過したとしても，その後には連邦評議会と大統領の拒否権とい

う大きな関門が存在しており，最終的な採択の可能性は極めて少ない。

実際の過程も現在のところ，上述のとおりに進行している。 1996年 5月22日には

大統領令を事実上否定する土地法典草案が国家会議を通過したが，連邦評議会はそ

れを否決した。国家会議も連邦評議会の決定を覆せず(3分の 2以上の賛成が必要).

土地法典をめぐる情勢は再び穆着状態に入っている(<KpecTbSlHcKlle 8e且OMOCTII>>.
1996，No.26. CTP.1;No.29，CTp.2.)。

このことは，逆に言うと大統領令に対応した内容をもっ土地法典の採択も困難で

あることを示している。このため，なんらかの妥協が成立しない場合には，今回の

大統領令が，時限立法という形をとりつつ長期にわたり機能することが予想される。

(7) とりわけ. 1996年 4月16日の大統領令による債務の帳消しと返済繰り延べ処置に

関しては，改革に逆行するものとの批判が強い。

(8) ここで言う「農業企業Jとは. 1991年12月27日の大統領令を端緒とする一連の法

令によって実施されたソフホーズ・コルホーズの再編成によって創出された株式会

社，有限会社，農業生産協同組合，その地位の維持を選択したソフホーズ・コルホ

ーズ等々の様身な経営組織の総称である。また，本稿では煩雑さを避けるため，再

編成前のソフホーズ・コルホーズについても，両者を区分する格別の必要性がない

場合農業企業j という語で総称する。同様の理由から「ソフホーズ労働者およ

びコルホーズ員Jも『農業企業の従業員Jと表記する。

(9) X03叫 CTBaHaceJleH聞は，忠実に訳出するならば「住民の経営J とすべきところ

であるが，本稿では表記の煩雑さを避けるために「住民経営J という訳語を用いる。

2.農民経営の動態と問題点

( 1 ) 農民経営の展開状況

現在までのところ，農民経営の法的地位および活動を規制 Lているのは，
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1990年 11月22日に採択されその後若干の修正を加えられた「農民(ファー

マー)経営法J(l)である O その第 1条第 1項によると，農民経営とは. I個々の

市民，家族またはその他の者のグループによって」構成される「農産物の生産，

加工，販売」を行う「法人の権利をもっ独立的な経済主体」とされている (2)。

すなわち，文字通り 1市民が農民経営として登録することも，数家族が集まっ

て一つの農民経営として登録することも，さらには小規模な協同組合組織が農

民経営として登録することも可能であり，後者のような例も実際に存在してい

る。

ただし，各種調査によれば， ロシアにおける農民経営の中核は家族経営

( c倒舗HOeXO羽詰CTBO) であり，これとほぼ等しいと考えて問題はないよう

である o 1995年に行われた 2万 8500の農民経営(全体の約 10%)を対象とし

た調査によれば，農民経営の構成員は平均して 3名であり. 1994年には年間

28人/日の雇用労働を用いているに過ぎない(3)。また. 1994年に行われた別

の調査によれば，数家族によって形成されている農民経営の場合も，利害の対

立が生じた場合には直ちに分離可能な状態にあるという (4)。

農民経営の創出自体は，すでにソ連時代から開始されている。 1990年に制

定されたソ連土地基本法にもソ連邦市民は，農民経営の運営のために土地を分

与される権利をもっ(第 20条)と規定されていた (5)。ただし，具体的に土地

分与を保証するような現実的なメカニズムが欠如しており，創出された農民経

営数もそれほど多いものではなかった。 1990年4月 1日時点のデータをあげ

れば， ロシアの農民経営の総数は，わずか 231経営であり，その農用地面積も

総計で 1万 1600ヘクタールでしかなかったゆ)。

だが， ソ連の崩壊が進むに従い，政治的経済的実権は次第に連邦中央から各

構成共和国に移行しその下で農民経営の積極的な創出が試みられることになっ

た。ロシア政府もバルト三国の独立宣言にならい 1990年6月 12日に主権国家

宣言を行い， この流れに乗った。こうして. 1990年末には「農民経営法」と

「土地改革法J(7)が採択された。これらの立法は，国家のもつ予備的な土地

と農業企業等からの没収によって土地再配分フォンドが創出されること，ここ
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から農民経営や住民経営の創出のための士地が優先的に分与されるこ左を規定

した(土地改革法第 14条・農民経営法第6条) 0 なお，土地再配分フォンド

に収用されるのは，具体的には用途外に転用されている土地 1年間利用され

ていない農用地 2年間利用されていない非農用地，農業生産に適した林業企

業の土地，非効率な利用のなされている農業企業の土地等とされた。

以上の立法によって，農民経営の創出を希望する者に対しては，地区機関が

設定した 1人当たりの基準量(=当該地区の農業従事者 1人当たりの平均土地

面積)までの土地が，無償で与えられることになった。すなわち，ある地区の

基準量が 6ヘクタールであった場合，労働能力をもっ構成員が 3人の農民経営

に対しては， 18ヘクタールまでの土地が無償で与えられるのである O なお，

基準量を上回る土地についても有償で取得が可能とされた。

一方，農業企業の従業員に対しても，その所属企業の土地・資産を利用して

農民経営を創出できるという原則が確立された。この原則には， 1991年 12月

~ 1992年 1月の大統領令・政府決定によって開始されたソフホーズ・コルホー

ズの再編成の中で，実際的なメカニズムが与えられた。その根幹は，従業員の

経営に対する土地持分(ただし地区の基準量を上限とする) ・資産持分の設定

にあった。従業員はこれら持分を利用して，所属企業および他の従業員の承認

を得ることなく農民経営を創出することが無条件で保証されたのである。また，

これらの立法と平行して「農民経営が国を養う」というスローガンが提唱され，

農民経営創出の加速化が試みられた。ここに農民経営は，農業部門における経

済改革のシンボル的存在となったのである O

以上のような経過を背景として，農民経営の創出は，第2表のように進行L

た。しかしながら，同表からは， 1993年をピークとして農民経営の創出が停

滞に転じたことがはっきりと見てとれる。とりわけ 1995年には，農民経営数

の増加は，わずか 917に止まっている (B)。

( 2 ) 農民経営の経営概況

1996年 1月 1日時点のデータによれば，農民経営の平均土地面積は 43へク
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第2表 ロシアにおける農民経営申の創出(1990~1996 年**)

1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年 1996年

経営数(千) 0.02 4.4 49.0 182.8 270.0 279.2 280.1 

土地面積(百万ヘクタール) 0.01 0.2 2.1 7.8 11.3 11.9 12.1 

平均規模(ヘクタール)

土地面積 50 41 42 43 42 43 43 

農用地面積 39 39 39 40 

耕地面積 2渇 28 28 29 

活動を止めた経営数(千)*** 5.1 14.0 26.8 27.0 

出所:<KpeCTb問 CKallPOCCH目的， 1991.No.ll.cTP. 4; CHr B 1994 rony. CTp. 337; HTorH 

X0311曲CTBeHHO自且e珂TenbHOCTH KpeCTb買HCKHX (骨epMepCKHX ) X03司自CTB

POCC目白CKO曲申enepaUHH8 1994 rony.M.. 1995.cTp.8;<APK).1996.No.5.cTP.56; 

<<KpeCTb盟HCKHeBe且OMOCTH).1996.No.9.cTp.3.

注.・ただし トナカイ飼育経営(経営数 192. 土地面積2820万ヘクタール)・狩猟経営

(65. 1万1000ヘクタール)・毛皮獣飼育経営 (36. 7000ヘクタール) ・馬匹飼育経営

(38. 7万6000ヘクタール)を除く.なお，括弧内に示したのは， 1995年1月 1日の時
点、のデータである.

"1990年は 4月 1日時点，後はすべて 1Joj 1日時点.
.・・当該年中の数値.

タール， うち農用地は 40ヘクタール，耕地は 29ヘクタールである O 第 3表は，

1994~1995 年のデ タによって経済地区別の農民経営の平均規模を示したも

のである。ここからは，沿ヴォルガ・西シベリア・東シベリアに比較的大規模

な経営が，北部・北西・北カフカース地区には比較的小規模な経営が存在して

いることがわかる(経済地区区分に関しては図参照)。

大多数の農民経営は，不安定かっ急速に変化する経済状況に対応するために，

複合的な経営を志向している O 初期には，農民経営にとってもっとも合理的な

経営タイプは，飼料生産部門をもった畜産であると考えられていた(9)。ロシ

アにおける農民経営の創出の先駆的地域であるオリョール州〔中央地区〕では，

実際にもこの方針に基づいて雌牛 40~50 頭をもっ「スウェーデン・タイプ」

の農民経営が創出された。だが，経済改革の展開による畜産物への補助金の大

幅削減，農工聞の価格差の拡大(いわゆる鋲状価格差).さらに消費者の購買

力低下による畜産物販売の困難から，この方針は転換を余儀なくされることに

なった(10)。
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第3表農民経営の地域(経済地区)別平均規模
(単位:ヘクタ ル)

1994年 1月 1日 1995年 1月 1日

土地面積 農用地 耕地 土地面積 農用地 耕地

ロシア平均 42 39 28 43 39 28 

北部地区 22 14 7 22 14 7 

北西地区 15 11 7 14 11 6 

中央地区 29 25 21 27 24 20 

ヴォノレガエヴィヤトカ地区 23 22 19 25 23 20 

中央黒土地区 40 39 37 41 41 38 

沿ヴオノレガ地区 81 79 52 86 84 56 

北カフカース地区 19 19 16 20 19 16 

ウラノレ地区 47 45 38 48 46 38 

西シベリア地区 62 53 38 64 56 41 

東シベリア地区 61 54 22 59 53 21 

極東地区 40 30 18 47 34 18 

カリーニングラード州 16 15 7 15 14 8 

出所:¥oIT01H X03目白CTBeHHO曲 且e耳TenbHOCTH KpeCTbHHCKHX (艇pMepCKHX ) X03耳目CTB

POCC目白CKO由 ~DepauHH B 1994 10DY.CTp. 17-19. 

現在のところ，農民経営の生産の中心は耕種分野に転換し安定する傾向に

ある O 第 4表は，農民経営の播種面積構成の変化を示したものであるが，ここ

からも畜産から耕種中心への生産構造の変化が確認できる。また耕種部門にお

ける主要産品は，穀物・ひまわり種子である。 1995年のそれぞれの総生産量

に占める農民経営の比重をみると 4.7%と 12.3%であり，その他の生産物に比

べて極めて高くなっている (ll)。いくつかの州・地方においては，農民経営は

国家への穀物販売に確固たる地位を占めるようになっている。例えば，ヴォル

ゴグラード州〔沿ヴォルガ地区〕ではその比重は 25.3%，サラ卜フ州〔沿ヴォ

ルガ地区〕では 36.8%. アルタイ地方〔西シベリア地区〕では 25.8%，オム

スク州〔西シベリア地区〕では 23.4%に達している。これらの州・地方では，

活動を停止Lた農民経営数は，ロシア全体のそれと比べて著しく少なくなって
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図 ロシア連邦経済地区区分

注.なお，各経済地区に属する連邦構成主体は，以下のとおりである。
北部地区/カレリア共和国・コミ共和国・アノレハンゲリスク州・ネネツ自治管

区・ヴォログダ州・ムノレマ γスク州
北西地区/レニングラード州・ノヴゴロド州・プスコフ州・サンク卜=ベテル

プノレグ市(カリーニングラード州を含む場合もある。含まない場合，同州は独立
して扱われる)
中央地区/プリャンスク州・ウラジーミノレ州・イワノヴォ州・カノレーガ州・モ

スクワ;仲|・オリョール州・リャザニ州・スモレンスク州・卜ヴェーリ州・卜ゥー
ラ州・ヤロスラヴリ州・モスクワ市

ヴォノレガ・ヴィヤトカ地区/マリー=エノレ共和国・モノレドパ共和国・チュパシ
共和国・キーロフ州・ニージニー=ノヴゴロド州

中央黒士地区/ベノレゴルド州・ヴォロネジ州・クルスク州・リベツク州・タン
ボフ州
沿ヴォノレガ地区/カノレムィキヤ共和国・タタノレスタン共和国・アストラハン州・

ヴォルゴグラード州・ベンザ州・サマーラ州・サラトフ州・ウリヤノフスク州
北カフカース地区/アドゥイゲヤ共和国・ダゲスタン共和国・カパノレジノ=パ

ノレカリヤ共和国・カラチャエヴォ=チュノレケシア共和国・ィ γグーシ共和国・チェ
チェ γ共和国・クラスノダーノレ地方・スターヴロポリ地方・ロストフ州

ウラノレ地区/パシコルトスタン共和国・ウドルムチヤ共和国・クルガン州・オ
レンフVレグ州・ベノレミ州・コミ=ベルミャック自治管区・スヴェルドロフスク州・
チェリャピンスク州
西シベリア地区/アルタイ共和国・アルタイ地方・ケメロヴォ州・ノヴォシピ

リスク州・オムスク州・卜ムスク州・チュメニ州・ハン卜ゥイ士マンシー自治管
区・ヤマロ=ネネツ自治管区
東シベリア地区/ヤギン=プリャー卜自治管区・プリャーチヤ共和国・卜ゥヴァ

共和国・ハカシヤ共和国・クラスノヤルスク地方・タイムイノレ自治管区・エヴェ
γク自治管区・イルクーツク州・ウスチ=オノレダ=プリャーチヤ自治管区・チタ
州

極東地区/サハ共和国・沿海地方・ハバロフスク地方・ユダヤ自治州・アムー
ノレ州・カムチャ卜カ州・マガダン州・サハリン州・コリャーク自治管区・チュク
チ自治管区
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いる (12)。

ほとんどの農民経営が多種類の家畜・家禽を飼養しているが，その生産は低

い水準に止まっている。 1995年についていえば，農民経営は家畜販売の約 2

%.牛乳生産の 1.4%を占めるに過ぎなL、。これは，ほぼ農民経営の家畜頭数

(第 5表)に対応した水準であると言える。第6表は 1農民経営当たりの家

畜頭数の推移を示したものである。 1995年のそれは，牛 2頭(うち雌牛 1頭)

豚 1頭，羊・山羊 4頭，家禽 6羽に過ぎない。これは. 1969年に採択された

コルホーズ模範定款に定められたコルホーズ員家族が個人副業経営で私有しう

第4表 農民経営の播種面積構成*の推移

(単位 %) 

1991年 1992年 1993年 1994年

全播種面積 100 100 100 100 

牛

豚

うち穀物 61.1 67.3 76.7 76.1 

ひまわり種子 4.0 6.6 5.5 6.5 

てんさい 0.2 1.3 1.0 0.7 

じゃがし、も 3.4 1.7 1.2 0.8 

野菜 0.7 0.4 0.3 0.3 

飼料作物 26.3 18.7 13.3 13.7 

出所:~lTorll X03耳目CTBeHHO由且e坦TeJlhHOCTIIK開 CThSlHCKIIX(艇pMepCKHX) X03耳目CT日

POCCH由CKO曲中enepaUHHB 1994 rony，cTP.8. 
注.・内訳は主要作物についてのみであり，これらの総計は 100にはならない.

第5妾 農民経営の家畜頭数の推移(1月 1日時点)

(単位千頭)

1992年 1993年 1ω4年 1995年 1996/1995(%) 1996年の全重家畜(%頭) 
に占める比

112.6 402.6 619.2 616.5 102 1.6 

うち雌牛 41.6 175.0 282.9 285.0 103 1.6 

95.4 215.9 346.5 348.3 101 1.6 

羊・山羊 225.8 729.7 1057.9 1148.7 111 3.7 

出所;IlTorH X03耳自CTBeHH白血 neSlTeJlhHOCTHKpecThSlHcKHX (艇pMepCKHX) X回目白CTB

POCCHAcKO自恥.nepa日日目目 1994rony，cTp.8;砧nK>.1996.No.4，cTp.28;No.5，cTp.56.



《ノート》 ロシアにおける農業構造改革 95 

第 6表 1農民経営当たりの家畜頭数の推移(1月 1日時点)
(単位:頭)

1992年 1993年 1994年 1995年

牛 2 2 3 2 

うち雌牛 1 1 2 1 

豚 2 1 2 1 

羊・山羊 5 4 4 4 

家禽(全種類) 6 5 8 6 

出所:~horll x03S!ilcTBeHHO曲 m抑制bHOCTIIKpeCTbS!HCKIIX (供pMepCKIIX) X03耳目CT目

POCC目白CKO曲争e~epaUIIII B 1994 rO~Y， CTp. 10. 

る家畜頭数の上限(臼)をも越えていない。全体的に見ると，農民経営の畜産は，

耕種分野に比べて自給的な性格を強く帯びていると言える。

農民経営の全体的な生産方向の変化および特徴は上述の通りであるが，地域

ごとの状況は経済・自然条件を反映しでかなりの相違が存在している。第 7表

は経済地区別の播種面積構成を示したものである。ここからは，中央黒土・沿

ヴォルガ・ウラル・西シベリアは穀物に，北カフカースはひまわり種子に，北

部・北西・中央・ヴォルガ=ヴィヤトカ・東シベリアは畜産に特化しているこ

とが確認できる。

( 3 ) 農民経営の不振とその原因

農民経営の農業総生産額に占める比重は，第 1表に示したように 2%程度に

止まっている。一方で，農民経営は全農用地の6%，耕地の5%を占めており，

明らかに期待された成果を上げていない。 I農民経営が国を養う」というスロー

ガンは現実のものとなっていないと言ってよい。また，すでに指摘したように

その経営数も停滞状況に陥っている O その原因はどこにあるのか。以下でこの

ことについて考察を加えてみよう。

第 1にあげられるのは，経済改革の開始前の政府の認識の甘さである O

このことに関しては，政府系メディアである『ロシア新聞』ですら，当時は
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第7表 農民経営の地域(経済地区)別播種面積構成*(1994年)
(単位:%)

穀物 ひまわり種子 てんさい じゃがいも 野菜 飼料作物

ロシア平均 76.1 6.5 0.7 0.8 0.3 13.7 

北部地区 26.9 4.4 66.9 

北西地区 21.8 9.9 67.5 

中央地区 64.4 0.2 2.6 0.2 31.6 

ヴォノレガ=ヴィヤトカ地区 71.5 0.1 0.3 2.5 0.2 25.1 

中央黒土地区 83.2 8.4 4.1 0.3 0.2 3.5 

沿ヴォノレガ地区 82.1 7.8 0.3 0.2 0.3 7.6 

北カフカース地区 62.2 22.1 1.9 0.7 0.9 10.9 

ウラノレ地区 82.6 0.8 0.1 0.5 0.1 15.8 

西シベリア地区 86.0 1.9 0.1 0.5 0.03 11.3 

東シベリア地区 75.4 1.5 0.2 22.8 

極東地区 48.1 2.9 1.5 14.3 

カリーニングラード州 52.5 4.3 0.6 42.4 

出所:日TorH X03HRcTBeHHO自 lIe耳TenbHOCTH KpeCTbHHCKHX (艇pMepCKHX) X03買自CTB

POCCHRcKO白恥lIepaUHHB 1994 rOllY.cTP.35-38. 

注.・内訳は主要作物についてのみであり，これらの総計は 100にはならない.

いわば「ロマン主義的民主主義の時代」であり I多くの者が， コルホーズ・

ソフホーズを解散し，土地を農民に与えさえすれば，そとには真の経営者

(cnpaBHbIH X03耳目H) が現れ，またたく聞にロシアを養うと錯覚していた」と

いう辛口の批評を行っている(14)。政策の焦点は，ともかく農民経営を創出す

ることに向けられ，それが安定するまでに相当量の初期資本が必要であるとい

うことは，十分には意識されていなかったのである。

政府は，農民経営に対して財政投資および特恵的な融資を行ったが，その額

は極めて少なかった。 1992年に農相の地位にあったフルィストゥンは，農業

省拡大参与会で「国家は農民経営に対して最小限の支援すらも確保できなL、で

いる」と発言している(15)。しかも 1992年以降には，農民経営に対する国家支
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援はさらに減少した。第8表は，パシコルトスタン共和国〔ウラル地区〕での

状況を示したものであるが，ロシア全体をとっても同様であった(16)。ちなみ

に，農業アカデミ一副総裁が 1992年に公表した試算によれば，農民経営の生

産施設・住宅および生活関連施設の整備，農業機械・家畜の購入には 1経

営当たり 11000~1500 万ループリ 0992 年価格J Jが必要であるとされてい

た(17)。一方， 1994年のパシコルトスタンにおける予算からの国家支出は 1

経営当たりわずか 100ループリ 0992年価格〕であり，まさにシンボル的な

ものに止まっている。

このような資金不足を背景に，農民経営の物質的基盤は極めて脆弱である。

第 9表は農民経営 100当たりの農業機械・器具数を示したものである。ここか

らは，農民経営の機械装備は改善の傾向が見られるものの，未だに不十分な状

態に止まっていることが確認できる。若干の州・地方では，状況はさらに悪い。

例えば，サマーラ州〔沿ヴォルガ地区〕では， トラクターを所有しているのは，

全体の半分の農民経営でしかない。同様の理由から，肥料の投入も極めてわず

第8表 農民経営に対する国家支援の推移(パシコルトスタン共和国の例)

1992年 1993年

経営数(1月 1日時点) 742 3336 

1経営当たり予算支出(当該価格・千ループリ) 98.1 50.1 

1/ (1992年価格・千ループリ) 98.1 12.1 

1経営当たり融資額(当該価格・千ループリ) 736 1302 

I! (1992年価格・千ループリ) 736 325 

出所:(Bonpoc~ CTaTHCTHKH)， 1996. No. 2，crp. 79. 

第9表 農民経営 100当たりの農業機械・器具装備

1992年

1994年

トラクター | 穀物コンパイン | 貨物自動車

68 

79 

15 

20 

33 

42 

1994年

4646 

64.8 

0.1 

3067 

65 

矯種機

28 

35 

出所:<AITK)， 1993. No.10.cTp.67:HTorH X03耳曲CT日開問自 且 聞TenbHOCTH KpeCTbHHCKHX 

(中ePMepCKHX)X03掴白CTBP∞CH由CKO由恥且ep叫岡田 B1994 rony.CTp .5. 
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かである。 1995年の例をとれば，化学肥料・有機肥料が投入された農民経営

の播種地は，それぞれ全体の 9.8%，3.9%に過ぎなかった(18)。このような状

態が，農民経営の(農業企業のそれよりも)低い単位面積当たり収穫量の大き

な要因となっていることは間違いない。

第 2にあげられるのは，農民経営の人的資質の低さである。

初期の農民経営は，農業に関する知識をほとんどもたない都市住民を中核に

創出されたものであった。 1991年のデータによれば，農業企業の従業員が創

出したものは，全体の 4分の l程度でしかなかった(19)。農民経営の創出が進

むにつれこの状況は改善され， 1995年には全体の 84.4%が農村の出身者で占

められるようになった。また，全体の 72.8%が農業企業での労働経験者で占

められるようになった (20)。このように農業労働経験者の増加という肯定的な

変化が見られるものの，問題は依然として存在する。

まず農民経営の約5%程度は， I強いられた移民」と「退役した軍人」によっ

て占められている (21)。前者の実態は，旧ソ連構成共和国からの難民であり，

後者は軍縮によって職を失った軍人であるO 後者は「退役士官農業同盟Iとい

う団体を結成しているが，その傘下にはすでに約 5000経営が存在しており，

今後もその数は軍縮の進展によりさらに増加する見込みであるという (22)。こ

のような農民経営は，いわば「失業対策」として創出されたものであり，そも

そも多くの成果は期待できない存在である。

また，いまや農民経営の大多数を占めることになった農業労働経験者に関し

ても，問題が存在する。 1994年春~夏に中央・中央黒土・北西地区の農民経

営を対象として行った調査によれば，かれらの多くは機械手，技師・技手労働

者であり，また複数の職能をもっており直ちに農作業の遂行が可能な状態にあ

るとしろ。だが，農作業をするということと農場経営を行うということは，まっ

たくの別物である。彼らの多くは，明らかに農場経営の経験が足りない状態に

ある。先にあげた調査においても，かれらの「圧倒的大部分」が販売契約を結

ぶ能力をもっていないし取引の法的な側面に関しても無知であり， I市場的

行動」を学習する必要があるとの指摘が行われている (23)。このような経営者
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としての能力の欠如は， しばしば不利な条件で生産物の甑売を強制されること

となり，農民経営の資金繰りをさらに困難なものにしているゆ)。

ところで，経営能力の欠如という問題は，かつてのソフホーズ・コルホーズ

で行われていた独特の賃金システムを原因とする。それは，作業の質に対する

関心を低めるとともに，労働者の創意工夫の発展を血害してきたのである。ソ

フホーズのトラクタ一手の例をとれば，賃金は主に作業ヘクタール数によって

決定された。最終成果たる収穫量に応じた報酬も存在したが，それは現物支給

に限られ，全体から見るとわずかなものであっtc.o このため， トラクタ一手は，

単に作業ヘクタール数を稼ごうとする，t向が強くなった。このような弊害を防

止するために，不良な質の作業に対しては，減額を行いうるとし、う規定が導入

された(第 10表)。だが，これはシステムを複雑にするとともに，トラクタ一手

の士気の低下を招いた。 1987年4月 1日付けの『文学新聞』に掲載された記

事(お)は，ウクライナにあるソフホーズの状況を次のように描写している O

. [ソフホーズはJI人も多く，機械も十分であり，生活環境も整って

いる。しかし，人々の気のない顔つき， うつろな眼差しはどうしてなのか。

ほとんどすべてのトラクタ一手に検査員がはりっき，計算係が耕作の深さ，

作業面積を細かに検分するO 機械手はこの入念な作業を無関心に見ているO

かれは主人ではなく日雇いである O

ある論者の表現を借りれば， ソフホーズ・コルホーズは，圧倒的多数の農民

を「最小限の教育・技量水準の雑役夫に変えてしまった」のである (26)。この

克服のためには相当の長時間が必要であろう。

第3にあげられるのは，ロシアに伝統的な集住形態，そしてソヴィエト期を

通じてとられたそこへのインフラの集中，この結果として，農民経営の新規創

出や経営の継続が極めて困難なものになっていることである O

ロシアにおける典型的な農業企業においては，住宅は数カ所の集落に集中し

ている。そこでは，管理事務所を中心に，修理工場・加工工場・倉庫等の生産

施設の他，学校・幼稚園・図書館・公民館・病院・郵便局・商庖・ガス・水道・

送電設備等々の文化=生活関連施設が集中して配置されているのである。
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第 10表 ソフホーズにおける賃金システム(トラクタ一手の場合)

システムの基本 システムの概況

出来高士報酬払い制l 各農作業(耕転・耕起・播種・収穫等々)には， トラクターの型とソフホ

ズの地理的位置に応じた， 規準作業量との作耕業転単作価業がの定規め準ら作れ費ている。例えば，
iA型トラクターJによるモスクワ州 業量は 1日2ヘク
タ ノレで. 1ヘクタール当たりの作業単価は 2ノレ プリといった具合である o

トラクタ 手は，作業終了直ちに農業技師と生産班の長によって作成される

作業量とその質を明記した証書を受け取る。トラクタ一手には，この証書に
記載きれた出来高に応じて賃金が支払われる。特定の作業や規準作業量を超
過した部分等々には，報奨支払いが行われる。なお，作業具オベレーターは，
トラクタ の型に応じてトラクタ 手の賃金の 45%ない Lは50%の賃金を

受け取る。

支払い分類 適用対象 算出方法および具体例

出来高給 規準作業量内の遂行作業量 作業量に単価を乗じた賃金。工芸作物， じゃがいも，
に対して 野菜その他の中耕作物の栽培にかかわる「困難な作業J

に対しては，一定の割増がつく。ただし不十分な質の
作業(規定以下の深さの耕起，揺き残しの存在，等々)
と認定された場合， ソフホーズ所長の権限によって単価
は. 1O~30%カッ卜される。

報奨 給 規準作業量の超過達成部分 規準作業量を超過達成した部分に対しては，単価を1.
について(10日毎に算出) 5倍した賃金が支払われる。例目 1日の規準量が 1ヘク

ターノレであり. 10日間の作業総量が13ヘクターノレの場
合. 3ヘクタ ノレ分の単価は1.5倍にされる。

技能に対 Lて 主任トラクタ一手は，出来高給に 10%の割増。 1級
トラクタ一手でありかっ当該ソフホーズにトラクタ一手
として 2年をこえて勤務 Lている場合 10%の割増(ト
ラクタ一手の級は， ソフホーズ所長によって任命される
熟練度認定小委員会によって決定される)。

燃料節約に対して トラクターの型に応じた一定の報奨金。ただし過剰
支出に対しては，該当する法律に応じた物質的責任を負
う。

収穫作業に対する現物報酬 ソフホーズ所長の判断により以下の範関内で収穫物の
現物支給が行われ得る。1)牧草収穫の場合・収穫され

た牧草 1 トンにつき 25~100 キロ. 2)とうもろこしお

よぴじゃがいもの場合・その 5%まで. 3)藁収穫の場
合・その 20%まで。
実際の%は，上記の範囲内でソフホーズ所長と労働組

合が機械化の度合い，収穫の条件を考慮して，決定する。
現物報奨は，上記作業に参加した労働者の聞で，得られ
た作業量に応じて分配される。

」

出所:spaBoBble Bonp∞bI opraHH3aUHH H且e耳TenbHOCTHCOBxo3oB.M..1959.cTp.259-262. 

ところが，農民経営のための土地は，通例，集落から離れた場所に与えられ

ることが多いのである。このため，新規に農民経営を創出する者は，住宅建設

の他，水道・道路のようなインフラ整備もすべて自らの手で行わざるをえない。
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これは農民経営の創出に際しての大きな追加的負担となっており，その整備度

も低いままに止まっている o 1995年の数字をあげれば，農民経営の 67.5%に

水道が， 33.3%に電気が引かれておらず， 48%には車が乗り入れられる道路

(日何回3Ha耳且opora)がない(27)。また，集落から離れているが故に，公共施

設の利用も極めて限られることになる。

また，すでに集落に住宅とその付属地をもっている者(すなわち農業企業の

従業員)は，それらを維持したまま，土地を分与されることが可能とされてい

る(農民経営法第 8条) 0 この場合，農民経営は住宅と生産区画の二つから構

成されることになり，集落に存在するインフラ・公共設備の利用という面に限っ

て言えば，まったく新規に創出される経営に比べると有利になる O

だが，この場合にも新たに分与された土地はしばしば住宅から遠く離れてお

り，農民経営の生産活動は大きな制約が加えられる O ヴォロネジ外IC中央黒土

地区〕の調査によると，住宅から 3キロ未満の距離に土地を与えられた農民経

営は全体の 13%(これには，まったく新規に農民経営を創出する場合も含ま

れる)， 3 ~10 キロには全体の 3 分の l にすぎない。残りの半数以上の農民

経営に対しては，住宅から 10キロ以上離れた所に土地が分与されている(坦)。

また，中央黒土地区全般をみても，住宅から 140~50 キロ」離れた所に土地

が与えられることが多々あるというゆ)。このような距離は作業の効率を著し

く低下させ，最終的には経営を崩壊に導く大きな要因となっている。

第4にあげられるのは，未だに農業にとって不利な経済情勢が継続している

ことである。

具体的には，農産物と投入財との価格の不均衡，消費者の購買力の低下によ

る需要の減少，加工・サービス企業に対する稚拙な民営化による独占体の形成，

安価な輸入品の圏内市場への流入等々である。このような状況下で，農民経営

は IW苦悩巡りj] Cキリスト教では死後 40日間，霊魂はあらゆる地上の苦し

みを再体験するといわれる〕と呼ばれている lほどであり (30) その創出に対

する大きな障害となっている。

第5にあげられるのは，農民経営の小規模性である O
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農民経営の最適規模に関しては，国家統計委員会の報告により，ロシアの条

件の下では「農民経営は，地方の条件に応じて 40~3∞ヘクタールの土地を持た

なくてはならなし、。そうでない場合，それは非効率である」とされている (31)。

また， 1992年の農業省拡大参与会でフルィストゥン農相は，将来の発展を考

慮すると農民経営の規模は，多くの地区で 160~70 ヘクタール程度J が最適

であろうと報告している (32)。もちろん，経営の最適規模は，地方の条件の他

にも，専門化の方向，用いる技術体系や機械化水準等々の様々な要素によって

決定されるのであり，上記の基準を機械的に当てはめることはできなL、。だが

ここに引用した 140~300 ヘクタール」なり 160~70 ヘクタール」という数値

は，公的な立場にあるものが，総合的な見地にたって公表したものであり，農

民経営の規模の適性さを判断するうえで一応の基準として使うには十分な根拠

が存在する (33)。少なくとも，農民経営が，為政者の考える最低規模を満たし

ているかどうかは確実に判断 Lうる。従って，以下では 40ヘクタールおよび

60~70 ヘクタールという基準を一応の目安として採用し，考察をすすめるこ

とにする O

この観点から第 11表を検討すると， 20ヘクタール以下という明らかに上記

の基準を満たしていない経営が全体の半数以上を占めていることが判明するO

また，同時に70ヘクタールを越える面積を有しており，基準をクリアしてい

る経営は，全体の 14%程度でLかないことがわかる。

規模の問題は，農民経営の今後の発展を考えると，きわめて深刻な問題にな

りうるO 周知のようにロシアにおいて一般的な土地市場は成立しておらず，今

後の見通しも不明瞭なままである O このため，零細経営がその経営の発展に応

じて，規模を拡大することは極めて困難である O すなわち，農民経営はその発

展を制約されているのである O

この問題は，土地分与の進行により土地再配分フォンドが縮小するに従って，

さらに深刻になっている。土地再配分フォンドの現状は第 12表に示すとおり

であり，農用地の再配分の過程は終了に近づいていると言える。とりわけ，農

業の発展Lている地域である中央黒土・沿ヴォルガ・北カフカース・ウラル・
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第 11表 農民経営の土地規模による分類(1996年 1月 1日時点)

土地規模 経営数(千) 全体に対する%

土地を供与されていない経営事 1.1 0.4 

3ヘクターノレ以下 34.1 12.2 

5ヘクタール以下 29.2 10.4 

10ヘクタール以下 42 15 

20ヘクタール以下 51.9 18.5 

50ヘクタール以下 62.5 22.3 

70ヘクタール以下 19.1 6.8 

100ヘクタール以下 17 6.1 

200ヘクタール以下 16.3 5.8 

200ヘクタール超 6.9 2.5 

経営総数 280.1 100 

出所:(AIIK)， 1996. No. 6. CTp. 47. 
注.・ 「農民経営法Jによれば，土地は申請を行ってから 2カ月以内に供与されなくては

ならず，所定の期間内に手続きが行われない場合には罰則が規定されている.さら

には，供与された土地に対して不服がある場合には法廷で争えるとなっている(第

7・8条).このことを考慮すると土地を提供されていない原因としては， 0創出

されて聞もないため， 2)積雪等(1月1日時点であることに注意)の技術的原因の

ため， 3)地方機関ないしは農業企業の決定の遅れのため， 4)供与された土地を不服

として訴訟を行っているため等が考えられる.

西シベリア地区において，その傾向は著しい。また，オリョール州〔中央地区〕・

サマーラ州〔沿ヴォルガ地区〕・イルクーツク州、IC東シベリア地区J，チュパ

シ共和国〔ヴオノレガ・ヴィヤトカ地区J， クラスノダーノレ地方， アドゥイゲヤ

共和国・カバルジノニバルカリヤ共和国〔以上，北カフカース地区〕では，す

でに土地再配分フォンドは，完全に消滅している。

この結果，農民経営への土地分与は，極めて困難になってきている。このよ

うな事情から，新設される農民経営は，もっぱら農業企業の従業員が所属企業

にもつ土地持ち分を利用するものに限られてきており，その規模はさらに小さ

くなっている。北カフカース地区のアドゥイゲヤ共和国の実例をみよう。同共

和国では，土地再配分フォンドが存在した 1991年には農民経営に対して，平

均 36.2ヘクタールの土地が分与されていた。だが，土地再配分フォンドが消

滅した 1995年には，その面積は 7.4ヘクタールにまで低下しているゆ)。
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第 12表 土地再配分フォ γドの状況(千ヘクタール)

土地再配分フォンド 1995年 7月 1日時点の残余の土地*

土地面積 農用地 土地面積 % 農用地 % 

全ロシアH 45727.24 14093.96 6415.52 14.0 2444.88 17.3 

北部地区 1252.04 238.94 1054.37 84.2 100.17 41.9 

北西地区 615.9 244.1 377.2 61.2 116 47.5 

中央地区 1493.2 1171.5 399.6 26.8 224.2 19.1 

うちプリャンスク州 110.8 103.6 7.6 6.9 5.9 5.7 

モスクワ弁| 188.0 146.0 16.0 8.5 9.0 6.2 

オりョール州 128.6 124.9 。 O O O 

ヴォノレガ=ヴィヤトカ地区 1018.3 639.2 207.9 20.4 118.7 18.6 

中央黒土地区 717.3 690.7 46.9 6.5 42.5 6.2 

うちクノレスク州 149.8 145.4 0.8 0.5 0.8 0.5 

リベツク州、| 168.3 158.4 10.9 6.5 8.8 5.6 

タンポフ;片| 212.7 207.3 13.6 6.4 13.1 6.3 

沿ヴォノレカー地区 2341.3 2222.9 311.8 13.3 251.1 11.3 

うちタタノレスタン共和国 193.4 190.0 0.4 0.2 0.1 0.1 

ベンザ州 213.8 212.7 17.3 8.1 17.3 8.1 

サマーラ州 250.0 248.1 。 。 O O 

サラ卜フ州 931.4 922.3 76.2 8.2 75.5 8.2 

ウリヤノフスク州 65.3 56.9 1.2 1.8 1.1 1.9 

北カフカース地区 1239.4 1179.3 29.8 2.4 23.0 2.0 

うちクラスノダーノレ地方 329.7 329.7 。 。 O O 

スターヴロポリ地方 590.6 561.2 6.6 1.1 4.4 0.8 

ロストフ州 226.9 224.1 6.1 2.7 5.8 2.6 

ウラノレ地区 2680.7 2471.6 317.4 11.8 222.2 9.0 

うちノtシコルトスタン共和国 683.3 659.0 1.2 0.2 0.2 0.0 

オレンプノレグ州 684.7 676.5 35.4 5.2 35.0 5.2 

西シベリア地区 4486.04 2717.76 1288.15 28.7 346.1 12.7 

うちアノレタイ地方 991.0 820.0 44.0 4.4 35.0 4.3 

ノヴォシピリスク州 1762.6 927.3 88.6 5.0 45.8 4.9 

東シベリア地区 3718.51 1428.76 1050.7 28.3 448.06 31.4 

うちイノレクーツク州 205.6 95.7 。 。 O O 

極東地区 26164.55 1089.2 1331.93 5.1 552.64 50.7 

出所:(KpecTbllHcK附 BesOMOCTH>， 1995，No.41，cTP.10. 

注.・一部. 1995年1月 l日時点のデータが含まれる.%は筆者算出.

・・筆者算出.
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この農民経営の規模の縮小という傾向は，すでに一部の地区において極めて

先鋭に現れている o 1995年 1月 1日から 1996年 1月 1日までの一年間で，農

民経営の平均土地規模はレニングラード州〔北部地区〕で 15ヘクタールから

9ヘクタール，モスクワ州〔中央地区〕で 16ヘクタールから日ヘクタール，

リャザニ州〔中央地区〕では 53ヘクタールから 33ヘクタール， 卜ゥーラ州

〔中央地区〕では 49ヘクタールから 29ヘクタール等々と縮小している(35)。

現在， レニングラード州の農民経営の 3分の 1が3ヘクタール以下であり，こ

れはロシアの条件下では明らかに商品生産を行うことを可能にしていない(お)。

第6にあげられるのは，現有資源を十分に活用できていないことである。

農民経営は，すでに触れた農業機械や資金の不足を原因として，現在もって

いる土地ですら十分に利用できていなL、。ロシア国家土地資源・土地整理委員

会(以下，国家土地委員会と略称)が 1995年に行った調査によれば，農民経

営の農用地の 14%. 耕地の 14.8%が利用されないまま放置されている O これ

は農業企業のそれをはるかに上回っている。さらに，土地が利用されていない

原因を見ると「種子，肥料，燃料の購入資金の欠如」が飛び抜けて高く，すで

に指摘した初期資本の不足がここにも大きな影響を与えていることがみてとれ

る(第 13表)。

第 13表 国家士地委員会による農用地の利用状況調査結果(1995年)
(単位:千ヘクタール)

骨士h 
(全体調査に対対象す地る%) 利(用調きれていない土地) 

査地に対する%
き利れ用てさLれていないに原対因す

(利用 、ない土地 る%)

軍l

用者 総面積 農用地 耕地 総面積 農用地 耕地 資金不足 水分過剰 遠隔地 その他

141135.3 113162.8 74687.6 7565.1 4979.1 4174.8 3881.1 383.4 240.8 3059.8 

事 (29.3) (66.0) (69.5) ( 5.4) ( 4.4) ( 5.6) (51.3) ( 5.1) ( 3.2) (40.4) 

9129.2 7256.5 5918.4 1114.7 1014.9 876.7 797.1 34.3 48.7 234.6 

09.5) (68.2) (76.3) 02.2) (14.0) (14.8) (71.5) ( 3.1) ( 4.4) (21.0) 

出所:<KpeCTb!lHCKl1e BenOMOCTI1)， 1995， No. 47， CTp. 10. 
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( 4 )小括

1995年までの農民経営の状況をまとめると，1)初期資本の不足， 2) 人

的条件， 3) ロシア農村の特殊性， 4)農業にとって依然と Lて厳しい一般的

経済情勢， 5)小規模性， 6)現有資源の不十分な利用，の諸要因によって発

展が抑制されている，と言える O こうした情況が変わらない限り，農民経営は

ロシア農業における生産主体となりえないであろう。このような認識は，いわ

ゆる改革派の論者の中でも次第に主流になりつつある。かつて首相代理左して

急進改革を実施したカイダールが設立した移行経済研究所のセローヴ了氏です

ら， 50年たっても農民経営は，最良の場合でも農業生産の 30%程度を占める

にすぎないであろう叫しとしている。

注(1) KaK nOJJy'lIlTb 3e削叫C6.且oKYMeHToB.M..1992.cTp.25-46.

(2) ただし. 1995年の新民法典の発効により，農民経営の法的地位に関しては混乱が

発生している。民法典第4章の法人に関する規定の中に農民経営は含まれておらず，
またその法的地位の変更についても明確に言及されていない。このため，様々な解

釈が発生することになった。現在も農民経営の登録は行われているが，その法的地

位は地方によって「個人の事業」であったり「かつての方法j に従い「法人Jであ

ったりと対応が異なっているという((rocynapcTBo 11 npaBo)，1996.No.3. cTp.75.)。

このような状態は，新たな農民経営法の制定まで継続するものと見られる。

(3) CellbcK伺 X03耳白CTBOPOCCIIII CTaT. C60PHIIK，M..1995.CTP.55. 
(4) (Bonp∞bI 3KOHO削匹目)， 1995. No. 1. CTp. 49. 

(5) (3KOH釧 IIKa11 I113Hb>.1990.No. 11，cTp. 18. 
(6) (KpecTbHHcKa耳 POCCII珂>.1991.No. 11. CTp. 4. 
(7) KaK nOlly明 Tb3e~?， cTP.19-24. 

(8) (AflK>. 1996. No. 5. CTp. 57. 

(9) <BonpocbI 3KOHOM阻KII>.1990.No.9. cTp.120. 

aa (KpecTbHHcKlle BenoMocTII).1996.No.22.CTp.7. 

ω (KpeCTbHHCKlle目白OM∞TII).1996.No.23.CTP.2.その他の生産物については，てん

さいが 3.896を占めるのを除けば. 296以下であるo

a~ (AflK)， 1996.No.5.cTP.58. 

日同模範定款の第43条によれば，コルホーズ員家族は，雌牛 l頭とその 1歳未満の

子牛 2歳未満の4-.母豚 1頭とその 3か月未満の子豚または肥育用の豚2頭，

羊・山羊10頭まで. (頭数制限なしで)蜜蜂・家禽・兎を飼育できるとしている

(CellbCKOX03由自CTBeHHoenpaBo，M..1985，cTp.472. ) 。
凶 <POCC目白CKa耳 ra3eTa)， 12 MapTa 1996 r.，cTp.2. 
U~ (AflK)， 1992.No.ll.cTp.23. 
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目。<<80日pOC~ CTaTHCTHKH>. 1996. No. 2.CTp. 8. 

0司 <<AfiK>.1992.No. 12.cTp.43. 

U~ <<AfiK>>. 1996.No.5. cTp.60. なお，機械の不足は，その共同利用，とりわけ小グル

ープ聞のそれによって部分的に補われている。だが大多数のj 小規模経営や創

出直後の経営にとって，機械の共同利用も，そもそもの機械の欠如，経済効率の低

さにより，問題の根本的な解決策となっていないという (TaMIe. )0 

U9) <<KpecTbSlHcKa耳 POCCH耳>.1991.No.13， CTp. 3. 
四州lK>.1996. No. 5， CTp. 62. 

位1) <AfiK>. 1994， No. 7， CTp. 5. 

似) <3e削耳目 n旧 H)，1995 NO.9，CTp. 1. 
倒 (Bonpoc~ 3KOHOMHKH). 1995，No. l，cTP.49. 

似) なお，かつてのコルホーズ議長，ソフホーズ所長，支部長等身のいわゆる農村ノ

メンクラトゥーラに属する人々が転身して始めた農民経営は，この例外である。彼

らは自らの経験や!日来からの関係を駆使して「より有利な生産物の販売Jを行い，

良好な成果をあげているという付加ゆ.1992，No.4，cTp. 16-17.)。

倒ベールキン・ぺレヴェジェンツェフ著，拙訳アクチのドラマJ (和田春樹編

『ペレストロイカを読むs，御茶の水書房， 1987年)， 308頁。

側) (PoccHAcKaSl ra3eTa). 30 目的H冒 1995 r..CTp.5. 。1) <AfiK>. 1996， No. 5， CTp. 61. 
側 (3eMJI耳 目 J110且H)，1995 No. 26， CTp. 4. 

四) CBonpo叩 3KOHOMHKH>，1995，No.l，cTP.48.

伽1) (PoccHRcKaSl ra3eTa). 30 H回開 1995 r.， CTp. 5. 
(31) <KpecTb耳目CKa買 POCCHSI)，1991，No.13.cTp.3. 
側 <AfiK>.1992.No. 11. CTp. 22. 

(お純技術的見地Jにたった場合，最適規模はさらに大きくなる傾向がある。一例

として，農工コンプレックス経済研究所中央黒土地区支部(HIU130A肌眼11>)が同地

区を対象とした研究成果をあげよう。それは，1)完全機械化された場合の労働支出.

2)現在の機械化の水準， 3)私的セクターにおける高い労働生産性，という三つの要

素を基に算出されたものである。その場合の「技術的最適規模Jは，毅物生産に専

門化した場合 l人当たりの作業面積が 32ヘクタール， じゃがし、も生産に専門化し

た場合には 5.3ヘクタール，路農に専門化した場合は同じく 1人当たりの家畜頭数

で雌牛 6頭，豚肥育の場合には 105頭にも達する(叫冊り.1992，No.4，cTp.26-27.)。

倒 CKpeCTbSlHCKHeBenOMOCTゆ， 1996， No. 20， CTp. 6. 

倒 <AnK>， 1996，No.5，cTp.59. 

倒 CKpeCTb買HCKHeBenoMocTH)，1996，No.20，cTp.2. 

(37) <KpecTb制 CKaSlPoccHSI>.1994，No.52，cTp.2. 
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3.住民経営の動態と問題点

(1) 住民経営の拡大

「住民経営」とは，ロシア連邦国家統計委員会の定義によれば， I住民の個

人副業経営，集団菜園 (oropo且)および農園 Cca且')，ダーチャ〔別荘〕の区

画」である(1)。

「住民の個人副業経営」とは，宅地付属地で行われる副業的な農業経営のこ

とである。なお，宅地付属地は家屋に隣接して分与される。このような物理的

制約から，個人副業経営の 9割以上が農村に集中している。都市における個人

副業経営は，土地に余裕のある地方小都市において例外的に存在しているのみ

である。

個人副業経営の中核を成すのが，農業企業の従業員のそれである。ソ連にお

いては， 1977年の憲法で市民の副業経営に従事する権利が認められており，

農業企業の従業員以外の農村住民も個人副業経営に従事してきたは)。だが，

これらの個人副業経営は，面積も一段と小さく専ら自給的な性格をもっており，

「住民の個人副業経営J= I農業企業従業員の個人副業経営」と考えてよL、。

一方， I集団菜園および農園，ダーチャの区画」とは，中高層住宅に居住し

ており，物理的に宅地付属地をもつことができない都市住民の「個人副業経営」

といった性格をもっているO 都市住民は(通常，企業を単位として)共同組合

(ToBapHDleCTBo) や，ダーチャ建設協同組合(且剖HO-CTPOl1T印刷帥 KOOnepaTl'IB) 

を創出し，それを通じて都市近郊ないしは郊外に小区画地を得ることができる。

そこでは，野菜・果実の生産の他， しばしば家畜も飼養されている。なお，

「集団菜園および農園」は， I集団」という名称を有しているが，その士地は

家族毎の小区画地に分割され，個別に利用されている。集団菜園・集団農固と

ダーチャの相違は，その区画内で建築ができるかどうかにあった。だが，現在

では前者の区画内でも建築を行うことも可能となっており ω，両者はほぼ同

様のものと見なすことができるO
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これらの住民経営の面積，そこで私有しうる家畜頭数に関しては， ソヴィエ

卜期には国家規模でその上限が厳格に規定されていた。面積を例にとれば， コ

ルホーズ員の個人副業経営で 0.5ヘクタール以下， ソフホーズ労働者のそれで

0.3ヘクタール以下というものであった。また，土地に対する権利は，その恒

常的ないしは一時的な「利用権」に止まっていた。

このような規制に一定の緩和が見られたのは，ペレストロイカの時期であるO

例えば. 1987年9月 19日にソ連邦共産党中央委員会および連邦閣僚会議は，

個人副業経営の規模および私有しうる家畜頭数の決定権を，地方ソヴィエト，

ソフホーズ， コルホーズに委ねること，個人副業経営・集団菜園および農園に

対して家畜・家禽の売却や飼料の供給を行いその発展を援助すること等を決定

しているは)。このような援助策および深刻化する食料不足を背景に，住民経

営はすでにソヴィエト末期において，数的な拡大を始めていた。

1990年からのロシア政府による農業改革は，この住民経営の拡大をさらに

促進した。まず個人副業経営，農園，菜園のための土地は，土地再配分フォン

ドから農民経営と同等に優先して与えられることになった。これによって，住

民経営の拡大が制度的に保証され，その数はさらに拡大を記録することとなっ

た(第 14表)0 

土地に対する権利にも根本的な変更が加えられた。 1991年 12月 27日の大統

領令「ロシア・ソヴィエト社会主義連邦共和国における土地改革の実施に関する

緊急措置について」は，農村地域における「個人副業経首，園芸 (canOBon口BO)，

住宅建設のための分与されている土地区画」を「無償でJ I市民の所有」に譲

渡することを決定した。すなわち，住民経営の土地は私有となったのである (5)。

さらに. 1993年 5月30日のロシア政府決定「ロシア連邦市民による土地区画

の売買手続きの承認について」は I個人副業経営，ダーチャ，園芸および個

人住宅建設のための土地区画ないしはその一部」を対象として，その所有者に

第 3者へ売却(ただし，土地の使用目的は変更できなLうする権利を与え，そ

の手続きを明確化した(6)。こうして，個人副業経営用地，個人住宅建設用地，

園芸用地，ダーチャ建設用地に関しては，例外的に市場関係が成立したのであ



110 農業総合研究第 50巻第4号

第 14表住民経営の拡大

1985年 1990年 1991年 1992年 1993年 1994年

住民の個人副業経営

宅地付属地をもっ 15.7 16.3 17.1 19.3 16.6* 16.6牢

経営〔家族〕数(百万) 20.0*傘 21.0*事

経営〔家族〕当たりの面積(アール) 20 20 27 35 35 37 

集団農園

家族数(百万) 4.7 8.5 11.6 13.5 14.3 14.8 

面積(千ヘクタール) 302 576 886 1083 1167 1209 

家族当たり面積(アール) 6.4 6.7 7.6 8.0 8.1 8.2 

集団菜園

家族数(百万) 4.2 5.1 7.4 7.9 8.2 7.6 

面積(千ヘクタール) 296 379 554 601 654 621 

家族当たり面積(アール) 7.0 7.5 7.5 7.6 8.0 8.2 

出所:CellbCK悦 XO羽目C四 oPOCCHH CT8T. C60PHHK.M..1995.CTp.57;<3e削置 HIIIO.!lH} ， 

1995， No. 22， cTp.5. 

注. 1993年に個人副業経営の調査が行われ，その結果，一部の経営が「倒人住宅建設地J

の類型に移された.
・は，これを除いた数値..は，これを含めた数値である.

るO ただしこれらの土地区画の取引状況は，全体としてみると極めて限られ

ており(第 15表)，モスクワ，サンクト=ぺテルフ.ルグ等の大都市周辺を除

けば，土地市場は本格的に機能するにL、たっていなL、。

なお，住民経営の土地の私有およびその売買の自由に関しては，国民的合意

が形成されているといってよい。ロシア共産党・ロシア農業党が中心となり作

成した土地法典草案は，土地の私有・売買を原則として禁止しており，それが

ために国家会議を通過したものの，連邦評議会で否決された。だが，その保守

的と称された土地法典草案においても，住民経営の土地に関しては，例外的に

その私有および売買を含む処分権が保証されていた(7)。すなわち，この点に

関しては政治的対立は存在していないのである O

( 2 ) 住民経営における生産の実情

国家統計委員会のデータによれば，住民経営は，経済体制の移行とともに，

その生産を拡大し農業総生産額に占める比重を高めている。すでに第 1表で示
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第 15表 市民・法人による土地売買の状況(l993~1995 年)

1993年 1994年 1995年

個人住宅建設用地

取引件数 3611 19377 37635 

取引面積(ヘクターノレ) 257.1 2285.7 3949.3 

個人副業経営用地

取引件数 3337 26960 70571 

取引面積(ヘクターノレ) 643.5 4807.3 15388.4 

園芸用地

取引件数 3002 52630 111461 

取引面積(ヘクターノレ) 228.1 3733.2 11289.9 

ダーチャ建設用地

取引件数 40 1166 2709 

取引面積(ヘクタール) 3.4 133 279.8 

出所:(KpeCTb!lHCKlle BelloMocTII). 1996. No. 29. CTp. 9. 

したとおり. 1995年において住民経営は，農業総生産額の 43%までを占める

に至った。一方で，住民経営の全農用地に占める比重は4%程度にしか過ぎな

い。このような統計資料を根拠に，数々の定期刊行物やマスコミにおいて，住

民経営の農業企業と比較しての優位性や高い効率がきわめてしばしば言及され

ている。あるものは「私的セクター」の生産が全体の 40%を超えたことを論

拠に「ス卜ルィピン改革の奇跡」が再現されたとしべつのあるものは，住民

経営は「国を養ってきたしこれからも養うであろう」と論じている (8)。だ

が，現実はそれほど単純ではない。以下では，統計の分析と住民経営の実態調

査報告を題材に，このことに考察を加える。

第 1に統計の詳しい分析は，住民経営の農業総生産額に占める高い比重は，

きわめて限定的な意味しかもたないことを示している O 住民経営がとりわけ高

い生産比重を記録しているじゃがし、もと野菜を例にとろう。 1995年の統計を

あげれば， じゃがし、も生産の実に 90%. 野菜生産の 73%を住民経営が行って

いる。だが， しばしば見落とされているのが， じゃがし、もと野菜は，住民経営

における主要耕種作物であり，それらの全体の播種面積に占める比重も同様に
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高いという事実である。第 16表は，住民経営におけるじゃがL、も・野菜生産

は，その播種面積にほぼ対応する生産をおこなっているにすぎないということ

を示している。

次に第 17表は住民経営の家畜頭数と主要畜産物生産の推移とその全体に占

める比重を示 LたものであるO ここからも，同様の関係は牛乳・羊毛生産につ

いて，ほぼ当てはまることが確認できる(食肉生産についての特殊事情は後に

触れる)。

さらに，野菜・じゃがいもの播種面積の増加率と生産量の増加率，家畜頭数

の増加率と畜産物生産の増加率を比較すると，いずれの場合でも前者は後者を

上回っている。このことは，住民経営における生産効率が，近年低下している

ことを示している O

第2に住民経営の中核的存在である個人副業経営の実態調査報告は，それが

統計に現れない多くの士地を実質的に利用していることを示している O まず，

個人副業経営は，宅地付属地の他，集落内に存在する未利用地をも利用してい

るほ)。これらは主に牧草地，放牧地として利用されているが， しばしば耕地

も含まれているとし、う O また，その総面積はロシア全体で 1800万ヘクタール

にも達すると Lみ。さらに，農業企業の土地も放牧等のため用いられ，かっそ

の生産物が住民経営のために利用きれている。これらの関係は公式統計には反

映されなL、。ニージニー=ノヴゴロド方式の考案者として著名なロシアの経済

学者のウズ γ氏は，住民経営は 1994年に実質的に全ロシアの農用地の 3分の

1を利用していたと推定している (10)。

第3に個人副業経営は，農業企業と緊密に結びついた存在であり，多くの面

でそれに依存している。この関係は，とりわけ畜産において顕著である。個人

副業経営の家畜用飼料を例にとれば，そのほとんどが農業企業によって提供さ

れている。クルガン州〔ウラル地区〕シャトローヴァ地区での調査によれば，

農業企業はその従業員に対して穀物を現物支給するが，これが家畜の濃厚飼料

に用いられる。また，収穫作業終了後に農業企業の圃場に残った藁を「無料」

で採集することが認められており，これが粗飼料に当てられる。さらに，農業
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第 16表 住民経営におけるじゃがいも・野菜生産の動向

1991年 1992年 1993年 1994年

じゃがし、も生産量(百万トン) 24.8 29.9 31.1 29.8 

全生産に占める比重(%) 72.3 78.1 82.5 88.2 

播種面積(千ヘクターノレ) 2151.2 2435.1 2725.3 2818.7 

全播種面積に占める比重(%) 67.5 71.5 76.8 84.5 

野菜生産量(百万トン) 4.8 5.5 6.3 6.4 

全生産に占める比重(%) 46.2 55.0 64.3 66.7 

播種面積(千ヘクタール) 302.6 348.6 415.8 457.3 

全播種面積に占める比重(%) 45.7 51.1 60.8 65.0 

出所:CeJlbCKOe X03司自CT目。 POCCHHCTaT. c6opHHK.M..1995.cTp.ω.64.191. 193. 

第 17表 住民経営の家畜頭数と畜産物生産の動向

1991年 1992年

家畜頭数(千頭)

牛 9866 10654 

うち雌牛 5235 5735 

豚 7076 7728 

羊 13584 14390 

畜産物生産

食肉(屠殺重量・千トン) 2854 2914 

牛乳(百万トン) 13.5 14.8 

鶏卵 (10億個) 10.4 11.2 

羊毛(千トン) 58 58 

全家畜頭数に占める住民経営の比重(%)

牛 I17.3 I 19.5 
うち雌牛 I 25.5 I 27.9 

豚 I18.5 I 21.8 

羊 I23.3 I 26.0 
全畜産物生産に占める住民経営の比重(%)

食肉

牛乳

羊毛

1993年 1994年

11585 12027 

6376 6772 

7776 7929 

15172 14172 

2966 2986 

16.1 16.6 

10.9 10.6 

56 48 

22.2 24.6 

31.5 34.1 

24.7 27.8 

29.5 32.4 

43.2 

38.8 

38.7 

出所:CeJlbCKωX03胡 CTBOPOCCHH CTaT. C60PHHK，M.， 1995， 

CTp.76.82.322.325.328.331. 
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企業ないしは自治体によって一定の区画が従業員に対して割り当てられており，

ここで干し草の調達が個々に行われている。個人副業経営の生産物で，飼料と

して与えられるのは， じゃがし、もの一部でしかな L、。 1992年には，個人副業

経営の家畜一頭(標準家畜頭数換算)に 22ツェントネルの飼料(飼料単位換

算)が与えられた。そのうち，農業企業によって直接支給されたものは全体の

33%，農業企業の土地で調達されたものは約 60%にも達していた(11)。ロシア

全体をみても，状況はほぼ同じであり，個人副業経営の家畜のために利用され

ている飼料の 170~97%J が，農業企業から得られたものであるという(ロ)。

第4に近年における住民経営での家畜頭数の増加は，農業企業から購入され

た家畜・家禽によって達成されたものである O クルガン州シャ卜ローヴァ地区

の調査では， I個人副業経営の事実上，すべての家畜の子畜 (MOJlOHHSlK) J が

農業企業において購入したものであった(13)。同地区における農業企業の住民

への子牛・子豚の販売頭数は，第 18表に示すとおりである。このように，い

わば個人副業経営は肥育を担当しているだけであり，このことが家畜頭数に比

べて多い食肉生産を可能にしているのである O

第 5に個人副業経営の農業企業に対する依存は，畜産分野のみにとどまらな

い。資材・機械供給および生産サービス・社会サービスの分野において，個人

副業経営はほとんど完全に農業企業に依存しているのである O 現在，個人副業

経営の運営に必要とされるすべての物質的資源の約 3分の 2は，農業企業のス

トックから支出されていると見られている(第四表)。このように個人副業

第18表 シャトローヴァ地区の農業企業の住民経営への子牛・子豚の販売頭数

1981~85 年平均 1986~90 年平均 1992年 1993年 93年/81~85年(%)

子牛総数 532 1746 966 1233 232 

lOO経営当たり 4.8 15.8 8.7 10.9 227 

子豚総数 5711 18625 12136 12150 213 

lOO経営当たり 51.6 lO8.0 108.6 106.6 207 

出所:<9KOHO剛問団地CKOX03耳目CTBeH聞 XH nepepa6aTNB~圃HX npe.zmpHSlT目的.1995， No. 1. 

CTP.31. 
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経営は，農業企業との緊密な関係の下でのみ成功裏に機能Lうるのであり，そ

れ自体を単独で評価することは妥当なことではない。

そもそも，このような農業企業(ソフホーズ・コルホーズ)と住民経営(個

人副業経営)との相互関係は， ソヴイエト期にすでに形成されていたものであ

る。以下では，この経緯をごく簡単に振り返ってみたい。スターリン・フルシ

チョフ時代において個人副業経営は，一時的な奨励策がとられた時期も存在し

ていたが，それは基本的には「資本主義の残津」であり，近い将来において消

滅すべきものとして理解されていた。このため一時的な奨励策は，最終的には

行政的な禁止措置に置き換えられてきた。ところが，ブレジネフ以降の時期に

おいては，そのような理解は一転した。さきにも触れた 1977年憲法における

個人副業経営の規定の存在が端的に物語るように，その発展が奨励されるべき

ものとされたのである。

1985年発行の農業法の解説書は， このような政策の転換を以下のような論

法で根拠づけている O まずソ連市民の個人副業経営の特徴として次の 5点をあ

げる。すなわち， 1)国家の排他的土地所有と市民の財産と労働に基づいてお

り「勤労的な〔搾取のないJJ経営であること. 2) その生産は農業企業の発

第 19表個人副業経営の農業企業への依存度
(クノレガγ州シャトローヴァ地区での調査に基づく試算)

個人要副業経れ営の運営のために 個人副業経営における そのうち農業企業から提供される
必とさる支出 支出に占める% 部分(%)

飼料 63.2 75.0 

子畜 11.0 40.0 

種子 4.1 。
耕作 3.8 55.0 

肥料 2.4 15.0 

輸送サービス 8.4 60.0 

獣医学的サービス 5.1 100.0 

その他のサービス 2.0 20.0 

計 1∞.0 64.8 

出所:<3KOHO剛 KaCeJlbCKOX03耳曲CTBeHHNXH nepepa白羽田畑脱却e.anpHSlT目的.1995. No. 1. 
CTp.32. 
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展に依存Lており「社会主義的な特徴」をもっとと. 3)農業企業の生産を補

うと L、ぅ機能をもっていること. 4)その生産物は主に自家消費に向けられる

こと. 5)農業企業との請け負い契約等によって，農業企業の生産物の増加の

ためにも利用可能な存在であること，である。そして，このような特徴を考慮、

すると，個人副業経営は「社会主義農業の特徴」の一つであり，その発展は

「現段階のコルホーズおよびソフホーズの発展と矛盾」しなL、。それどころか

「農産物生産増加の余力jとして積極的に活用すべきものである，と結論づけ

ている(14)。

このような政策転換に基づいて，個人副業経営に関する一連の決定が出され，

その下で農業企業からの個人副業経営への援助は拡大していった。また，個人

副業経営は， じゃがいも・野菜栽培や畜産部門のような農業企業での機械化が

遅れている部門を中心に発展をしていった。こうして，農業企業と個人副業経

営との間には，一定の「分業体制」が形成されたのである。

ところで，市場経済への移行は，このような関係を解消させるものと考えら

れていた。すなわち，農業企業とその従業員の関係は，専ら労働関係によって

規制されるようになり，従来から強調されていた農業企業から個人副業経営へ

の援助は，次第にすたれてL、く。一方，従業員も個人副業経営に対して次第に

注意を払わなくなっていく，と想定されていたのである。

だが，このような予想は現実のものとならなかった。農業企業の経営状況の

悪化は，分配(賃金)システムの現物化を引き起こし，個人副業経営の役割を

逆に高める方向に作用したのである。

分配システムの現物化の過程は強いられた手段として始まった。経済改革の

進行とともに，農業企業の収支状況は全体と Lて悪化の一途を辿った。 1996

年初頭のデータによれば，農業企業の約半数が「支払い不能 (HeCOCTO耳TeJIb回目)J

の状況にあるという(15)。こうして，農業企業の従業員が r4 ~5 カ月かそれ

以上も」賃金を支払われないという状況が広範に観察されるようになった(16)。

このような状況下で，農業企業が唯一出来うることは，生産物の現物支払いを

行うことであった。従業員は，それを食用や私有家畜用の飼料として用い，ま
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た一部分を現金を得るために売却しとにもかくにも生き延びたので、ある。

経済的困難・低迷の継続は，分配システムの現物化をさらに促進した。とい

うのは，現物支払いはインフレの影響をある程度まで避けうることが可能であ

り，従業員にとっても都合がよかったし生産物の販売に困難を感じている農

業企業にとっても好都合であったからであるO スターヴロポリ地方〔北カフカー

ス地区〕およびトヴェーリ州〔中央地区〕の農業企業を対象とした調査によれ

ば，現在，給与の半分以上が現物形態となっているという(則。そ Lて，との

ことは個人副業経営の基盤を拡大し，かっそこからの収入の役割をさらに大き

くした。 例えば， 1990年にコルホーズ員家族は，その収入の 58.6%をコルホー

ズから， 21.5%を個人副業経営から得ていたが， 1993年にはこの関係は逆転

し，それぞれ 36.2%と40.3%になった(18)。いまや，個人副業経営は「副業」

たることを止めた，とも言える(19)。

このような状況は，農業企業の経営成果に対する従業員の利害関心を低下さ

せた。この結果，企業内部にはL、わゆる「特殊な消費的な」関係が形成され，

それにはしばLば「違法な形態」がともなっている。先にも引用したスターヴ

ロポリ地方およびトヴェーリ州の農業企業の調査報告は， I特殊な消費的な」

関係なるものの具体的内容を以下のように示しているゆ)。

調査の過程で明らかになったのは，生産物・飼料が公式には少量しか支

給されていない経営においては，それらは労働者によって自主的に横領さ

れているということである。搾乳係は牛乳と飼料を「持っていきJ，家禽

係は卵と飼料穀物，耕種担当は「自らの」生産物を持っていくのである O

すなわち，自分の職場で作られている物を横領するのである。

生産物分配の同様の方法は，何十年も続いている。だが， c農業企業の〕

再編成の後には資金的な原因のため，このような慣行の規模は拡大してい

る。こうして，所有者となった労働者は自らに損害を与えているのである。

すなわち，経営からの公式の供与が少なければ少ないほど，その経済状態

は弱体化しさらに多い部分が違法に分配されるのである・ー

もちろん，このような窃盗行為のみによって個人副業経営の発展が支えられ
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ているわけではない。農業企業と個人副業経営の聞に契約が結ばれ，双方に利

益をもたらしている事例も存在する O 例えば，クルガン州シャ卜ローヴァ地区

のコルホーズ「レーニンの旗」では， コルホーズは従業員への飼料の供給を約

束し，その代償として従業員はコルホーズの飼料調達作業に参加するという取

り決めが結ぼれた。この結果， コルホーズは農繁期における労働不足を解決し，

かっ従業員の個人副業経営に費やす労働は軽減されたという (21)。このような

農業企業との「協同組合的関係の強化」も，住民経営の発展を支えている (22)。

だが，この場合にも住民経営は，農業企業の存在を前提としているという関係

には変わりがないのである O

また，農業企業と個人副業経営での二重の労働は，労働時聞を極めて長いも

のとしている。この影響をもっとも被っているのが，農村の女性であり，その

年間総労働時聞は家事労働を除外しても 4000時間を越えている。このような

「苦役的労働」は，若年労働力の都市への流出を加速化し都市での雇用状況

をさらに先鋭化させ，同時に農村人口の老齢化を促進する重大な要因となって

L 、るという(お)。

現在の住民経営は，たしかに農業総生産額において大きな比重を占め，住民

の食料供給に大きな意義をもっている(第 20表参照) 0 だが，それは「コル

ホーズ・ソフホ ズでの生産は低下し，農民経営，新しい協同組合や連合体が

いまだ著しい発展をしていなL、」という現在の状況が大きく作用した結果であっ

て，そもそも一時的な性格をもったものである。個人副業経営の発展を肯定的に捉

える論者ですら「園芸，野菜栽培，素人畜産(JI06町 eJlbCKOe制8OTOHOBOnCTBO) 

第20表 農産物供給に占める個人副業経営の比重(1993年)

全住民平均

うち「コルホーズ員J*

出所:<3KOHO剛 K8CeJlbCKOrO x口調自CTB8P∞CHH)，1995，No.6.cTp.4. 

25.8 

89.1 

注.・ここでいう fコルホーズ員Jとは農業企業の従業員全体を指すものと思われる.
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は，第一順位で自らの食料確保に向けられており，危機的状況，食料品価格の急

騰，高いインフレと生活水準の低下の時期においてとりわけ大きな意義を獲得

しているJC強調引用者〕という表現で，その限定的な意味を認めている (24)。

すなわち，住民経営の発展は，いわば強いられた生活防衛的性格をもっている。

経済状況が安定へ向かえば，そもそも住民経営を運営しようとする誘因自体が

失われていくと考えられる。

( 3 )小括

以上のように住民経営は，あらゆる意味で農業企業の資源およびその状況に

依存する存在であり，それ自体が単独で存在することは不可能である。そして，

近年の農業企業の経営のさらなる悪化は，次第に住民経営への「支援」をも減

少させつつある。例えば，農業企業による住民への子畜販売頭数は，第 21表

にあげたように減少傾向を示している。また. 1995年に農業企業によって私

有家畜に提供された飼料は干し草で前年に比べて 15%. 藁で 23%の減少を記

録した。この結果. 1996年初頭に行われた住民経営の私有家畜調査によれば，

前年に比べて牛は約 20万頭，豚は約 20万頭，羊・山羊は 160万頭の減少を記

録した(25)。現行の関係を前提とした，住民経営の成長は限界に達しつつある

と言える。

第 21表 農業企業による住民経営への子畜販売頭数の推移
(単位:百万頭)

95年/90年 I95年/94年

子牛

子豚

家禽雛

出所:<BonpocbI cTaTHcTHKH). 1996. No. 5. CTp. 83. 

889b 899b 
529b 839b 
299b 859b 
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注(J) CeJlbCKOe X03目白CTBOPOCCH目CTaT. COOPHHK，CTP.46. 

(2) 農業企業の従業員以外の個人副業経営の法制面については. CeJlbCKOX03幼 CTBeHH

oe npaBo，M.， 1990;CTaMKyJloB A.C.，RHqHOe no且co6HoeX03S1sCT日O，AJlMa-ATa，1984. 

を参照されたい。なお，以下の住民の経営の法制面の記述も断りのなL、かぎり両書

によっている。

(3) KaK nOJlyqHTb 3eMJllO?， CTp. 20. 

(4) KnCC目pe30JllOUHHXH pe山eHHHXCbe3noB， KOH艇peHUHsH nJleHYMoB UK T.15，M.， 

1989，cTp.466-477. 

(5) KaK nOJlyqHTb 3e問。つ，cTp.13. なお，無償で私有となる面積は，地方行政機関に

よって上限が設けられている。これを越える面積を私有したい場合には，その部分

は有償となる。

(6) ArpapHaH問中Op岨日 POCCHHC6. HOpMaTHBHhlX aKToB，M.. 1995.cTp.112-113. 

(7) <<KpecTbSlHcKHe Be且OMOCTH).1996.No.22.cTp.2.

(8) (3e削耳目別且H>>.1995 No. 39. cTp.3;州3BeCT目的. 15即問 1993r.， CTp. 3. 

(9) ソヴィエト期においても集落内に存在する未利用地は，当該の地方執行機関が

許可すれば，住民に対して家畜の放牧や飼料作物の播種のために提供され得た

(CTa剛 yJlOB，YKa3. COq.， cTp.119-124.)。
側《軌HaHCOBbleH3BeCT阿SI)，22 neKa6阿 1995r.，cTp.2. 

倒 的KOHO附 KaCeJlbCKOX回目白CTBeH聞 XH nepepa6aTblB1蜘削XnpennpHSlT目的， 1995.No. 

1. CTp. 31-32. 

(I~ <:1KOHO附 KaCeJlbCKOX回目白CT日eHl剥XH nepepa6aTblBaro凹HXnpennpHHT目的， 1995.No. 

2. CTp. 11. 
問 。KOHOMH悶 CeJlbCKOXO羽目CTBeHHhlXH nepepa6aTblBa佃lHXnpennpHHT目的， 1995.No. 

1. CTp. 31. 
(I~ CeJlbCKOX03S1sCTBeHHoe npaBo，cTp.448-449. 
(I~ <<:1KoHoMHKa CeJlbCKOrO X03司自CTBaPOCCHH). 1996.No. l，cTp.23. 

(I$ <<rocy且apCT日日開口paBO>，1996. No. 3. cTp.77. 

聞 のKOHOMH悶 cellbCKOX03買自CTBeHHblXH nepepa白羽田JO皿HXnpennpHSlT目的， 1995.No. 

2. cTp.15. 

個 <<He沼田CH陥 日 ra3eTa>>，6 OKTSl6pSl 1995 r.，cTp.4. 
仰 このような現実を反映して，個人副業経営は『家族的付属地農民経営(ceMe自Hoe

日pHycane6HoeKpeCTbHHCKoe X03耳目CT目。)J と呼ぶべきだとの主張も存在する

(<<:1KO印刷KacellbCKoro X03耳白CTBaPOCCHゆ.1994. No. 12. CTp. 5.)。
倒 的問HO附 KaCeJlbCKOX03S1sCTBeH剛 XH nepepaoaTbl目印刷XnpennpHSlT目的， 1995.No. 

2. CTp. 15. 

倒的KO印刷KaCeJlbCKOX03S1sCTBeHHblX H nepepa6aTblBaro~Hx npennpHSlT目的， 1995.No. 

1. CTp. 31. 
(幼 <:1KoHoMHKa CeJlbCKOX035袖CTBeHHhlXH nepepa6aTbJ目印刷XnpennpHSlT目的， 1995.No. 

3. CTp. 37. 

倒的問HOMHKaCeJlbCKOrO X03H自CTBaPOCC目的.1994.No.8.cTP. 13.なお，これに関連

して最近では，個人副業経営の発展のために，農業企業での労働時間を制限するべ

きだ， との主張も見られる (<<rocynapcTBOH npaBO>> ， 1996.No.3.cTp.71.)。

(~) <<:1KoHoMHKa CeJlbCKOrO X03司自CTBaPOCCHH). 1995，No.6，cTp.4. 

(笥，) <<BonpOCbJ CTaTHCTHKH>>， 1996， No. 5， CTp. 82-83. 
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4.おわりに

以上見てきたように，農民経営・住民経営は，その農業総生産額に占める比

重を 1990年の 24%から 1995年には 45%までに上昇させているが，両者とも，

実際には多くの問題を抱えており現状のままでは，より一層の発展は望めない

状況にある。農民経営は大規模な国家支援がなされない限り，当分の間，ロシ

アにおける生産主体とはなりえない。また，住民経営に関しでも，その農業生

産に占める比重は統計上のうわベのものに止まっており，農業企業への全面的

な依存によって達成されているのである。

最後に 1996年前半の一連の立法が，農民経営および住民経営へもたらす影

響，今後の動向について若干の考察を行い本稿のむすびとしたい。

まず，農民経営についてである。

1996年 3月7日の大統領令は，農民経営に直ちに大きな影響を与えること

はないと思われる。それは，以下の事情による。たしかに大統領令はその第4

条で，土地持ち分所有者がその持ち分を具体的な土地に変えて農民経営に賃貸

すること，売却することを可能にした。これは，農民経営が経営規模を拡大す

る新たな方法を与えられたことを意味する。だが，大多数の農民経営は，この

方法を利用するにたる経済的実力を欠いており，それはあくまで可能性の段階

に止まっているのである。

より大きな影響を与えると思われるのが. 4月16日の大統領令とそれを基

に作成されている農民経営支援のためのプログラムである。その柱は，農民経

営への農業機械供給で、あり，その基準は農民経営の耕地 50ヘクタール当たり

に小型トラクター 1台. 100ヘクタール当たりに大型トラクター 1台とその農

機具， 150ヘクタールの穀物および油糧種子の播種に対してコンパインと貨物

自動車を各々 1台を確保するとしている。この他，農民経営にサービスを提供

する機械技術ステーションや機械リース所の整備，農産物加工施設建設向けの

特別融資の実施，農民経営問の協同組合の発展のための援助等々が予定されて
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いる(1)。

すでに指摘したように農民経営の発展のためには追加的な国家支援が必要で

あり，今回予定されている内容自体は，この要求に答えるものであり評価しう

るものである。だが，問題は，その財源にある。支援プログラムの実行には，

2000年までに総額 43兆 3000億ループリもの経費が必要と試算されている (2)。

一方， 1996年のロシアの農業関連予算は，総額でも約 13兆ループリに過ぎな

い。このことは，プログラムの実行のためには，農業予算の圧倒的部分をつぎ

込むか，予算自体の大幅な増額を行う必要があることを意味している。前者は

いまだに農業総生産額の過半を占める農業企業の切り捨てを意味し現実的で

はなし、。後者もまた，財政赤字の削減が最重要課題とされている中では，極め

て困難である。すなわち，財源不足からプログラムが予定通りに実行されない

危険性が極めて大きいのである。

とはし、え，農民経営の育成・発展には，国家の側からの今以上の投資が不可

欠である。そして，厳しい予算制約が存在している現在においては，その投資

がより有効に用いられることを制度的に保証する必要がある。この観点から見

ると現行の農民経営の創出者の資格要件は，極めて問題が多い。

比較のために同じくソ連の旧構成共和国であるエストニアの法令を紹介しよ

う。エストニアにおいては農民経営として登録できるのは，活動の基本目的が

「商品的農業生産jである経営だけである O このため，農民経営の創出を望む

者は，土地分与の申請書とともに，この要求を保証するための生産プログラム

の提出が義務づけられている。そして，もし農民経営が 3年の間でプログラム

で示した生産計画の 50%を達成できない場合，または 5年後に 100%達成でき

ない場合には，法制上の特恵措置は停止される O さらに，地方執行機関は農民

経営に対して，その創出のために費やされた国家資金の返却を法廷で、求めるこ

とができるとされているは)。

一方， ロシアにおいて農民経営の創出の際に要求されているのは，農業生産

への従事経験だけである(しかもその定義は極めて暖昧である) 0 また，農民

経営の生産活動についての規制も，土地を利用しなかった場合および土地の荒
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廃を招いた場合の廃止処置が規定されているだけで，極めて限定的である。も

L，農民経営の発展を望むのなら，逆説的ではあるが，資格要件はより厳格に

する必要があると思われる。

次に住民経営についてである。

3月7日の大統領令によって住民経営は，新たな選択肢を得た。大統領令の

第 2条・第4条は，個人副業経営の上限面積が引き上げられること，その範囲

内で土地持ち分(の一部)を利用して個人副業経営の面積を拡大することを可

能にした。例えば，土地持ち分が 7.5ヘクタールで，個人副業経営の上限面積

が0.5ヘクタールであったとする。ここで上限面積が 3.5ヘクタールに引き上

げられた場合 3ヘクタール分までの土地を土地持ち分を利用して追加的に受

け取れるのであるは)。

すでに指摘したように従来の関係に基づく個人副業経営の発展は限界に達し

ている。土地持ち分を利用しての個人副業経営の面積拡大を選択した場合，そ

れは新たな発展のための基盤を得ることになる。また，これによって個人副業

経営と農民経営の面積上の差異は事実上，消滅することになる O というのは拡

大された個人副業経営は，現存の小規模な農民経営と同等の面積をもつことに

なるからである O このことは，個人副業経営の農民経営への転化の可能性が広

がったことをも意味するO

他方，土地持ち分を個人副業経営の拡大に用いず，売却する，贈与する，賃

貸しする，農業企業の資本フォンドに投資する等々の選択も存在する (5)。こ

れらを選択した場合，個人副業経営は減少する農業企業からの支援に対応して

縮小していくことを運命づけられていると言える。住民経営は，分化の過程に

入ったといってよい。

ただし，個人副業経営の拡大の実際の過程は，きわめて複雑なものとなろう。

というのは，個人副業経営の区画地は，通例，他の個人副業経営の区画地・集

落の土地・農業企業の耕地と隣接して存在しており，その拡大は数々の紛争を

引き起こす可能性が大きいからである。現状では，この場合の実際的な土地分

与メカニズムや手続きの方法は不明確なままである (6)。住民経営の今後に関
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Lては，上記のことを含め当分の間，引き続き注視する必要がある O

注ol <3e削耳目 周且日)， 1996No. 16，CTP.4;(KpecTbSlHcKlle BellOM口CTII)，1996，No.23，CTP.
2-3. 

(2) <KpecTbSlHcKlle BellOMOCTII)， 1996， No. 23， CTp. 3. 
(3) <3aKoHllaTenbcT目白日 3KOHO剛悶>， 1996No.3/4，CTP.67. 
(4) <3e刷 百 11AOlllI)， 1996 No.19.CTp.6. 
(5) 事前の予想、によれば，もっとも広範に選択されると見られている土地持ち分の利

用形態は，賃貸ならびに農業企業の定歎フォンドへの土地持ち分利用権の出資であ

る ((KpeCTbSlHCKlleBelloMocTII)， 1996，No. 11，CTP.8.)。
(6) <KpecTbSlHcKlle Be且0101∞TII)，1996，No. 13，CTp.9. 
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